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雨水貯留浸透施設について

公園における流出抑制対策事例（小松川流域：宮崎県総合文化公園）

平常時の状況

大雨時の貯留状況

断面図 芝生広場
大雨時に貯留

芝生広場は周辺より
低く整地されている大雨時に貯留

大雨時に貯留 貯留範囲

【出典】雨水貯留浸透技術協会ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ：流域貯留浸透施設のご紹介

○雨水貯留浸透施設は、主に小流域での氾濫や内水による浸水被害の軽減
への効果が期待されるものであり、地方公共団体だけでなく民間事業者
の協力・連携による整備も含め、全国で展開されている。
○本県での取組事例は多くはないが、大淀川支川の小松川流域では、公園

やグラウンドにおいて流出抑制対策を実施している。
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田んぼダムの取組について

水位低 水位高

調整板

調整板

通常水位
大雨時水位 貯留

流出抑制

調整板

断面図

○排水口に小さな断面の切り欠きをあけた調整板を設置し、大雨
時に水の流出を抑制することで、田んぼに一時的に貯留する。
○多くの田んぼで取り組むことで、水路や河川の水位上昇を緩和
し、下流域の洪水被害を軽減する効果がある。

○令和５年度より田んぼダム啓発促進事業として事業化
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令和３年５月１０日法律の公布

➠ 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）
・特定都市河川浸水被害対策法
・河川法
・下水道法
・水防法
・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
・都市計画法
・防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律
・都市緑地法
・建築基準法

令和３年７月１５日（一部）

（河川法、下水道法、水防法、土砂災害防止法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、
土地緑地法）

法律の施行【第１弾】

令和３年１１月１日（全面施行）

（特定都市河川浸水被害対策法、河川法、下水道法、水防法、都市計画法、防災集団移転
特別措置法、土地緑地法）

法律の施行【第２弾】

特定都市河川について

流域治水の実効性を高め、強力に推進するための法的枠組・ツール
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特定都市河川について

全国の河川へ拡大するための指定要件を拡大：要件1～3全てを満足

都市部を流れる河川
（市街化区域・家屋が連坦する地域の中心部・役場等の重要施設が立地・その他流域内の人口資産が集積する区域）

要件１

著しい浸水被害が発生し、又はおそれがある河川
（水防法第14条に基づく洪水浸水想定区域の指定済み又は指定予定河川）

要件２

河道又は洪水調整ダムの整備による浸水被害の防止が市街化の進展又は当該河川が
接続する河川の状況もしくは当該都市部を流れる河川の周辺の地形その他の自然的条件の特
殊性により困難となる河川
（河道・洪水調節ダムの整備による浸水被害の防止が困難な以下のいずれかに該当する河川）

要件３
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特定都市河川について

１．特定都市河川の指定によりできるようになること

①ハード対策の加速化（河川事業・下水道事業）

②流域開発による雨水流出の増加を抑制

③流域の貯留・浸透機能の向上による流出量の抑制

④貯留機能を持つエリアの保全

⑤水害リスクを踏まえた土地利用

雨水浸透阻害行為の許可

雨水貯留浸透施設の整備

貯留機能保全区域の指定

浸水被害防止区域の指定

保全調整池の指定

２．特定都市河川の指定による支援策

○流域水害対策計画に基づく雨水貯留浸透
施設の整備において、地方公共団体や認
定民間事業者等へ補助金拡充･税制優遇
‣国庫補助率：1/3 → 1/2
‣固定資産税の軽減（３年間）

市町村の条例で定める割合
（1/6～1/2の範囲）

○貯留機能保全区域に指定された土地に係
る固定資産税及び都市計画税を市町村の
条例で定める割合へ軽減（３年間）
（2/3～5/6の範囲）

○浸水被害防止区域に係る制度拡充
‣防災集団移転促進事業
‣災害危険区域等建築物防災改修等事業
‣がけ地近接等危険住宅移転事業 6



特定都市河川について

雨水浸透阻害行為の許可
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特定都市河川について

雨水浸透施設整備の整備促進（地方公共団体への法定補助制度・民間事業者等による計画認定制度）
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特定都市河川について

保全調整池の指定
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特定都市河川について

貯留機能保全区域

10



特定都市河川について

浸水被害防止区域
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特定都市河川について

水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり（浸水被害防止区域に係る制度）
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特定都市河川について

防災集団移転促進事業（浸水被害防止区域に係る制度）
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特定都市河川について

がけ地近接等危険住宅移転事業（浸水被害防止区域に係る制度）
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特定都市河川について

災害危険区域等建築物防災改修等事業（浸水被害防止区域に係る制度）
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